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我が国海事クラスターの現状

我が国の貿易の９９.６％を海上輸送が占め、国内貨物輸送の約４割（産業基礎物資の約８割）を海上輸送に依存。海運は我
が国の国民経済を支える基盤

輸送業、製造業及び教育機関の全てを所管する強みを活かし、世界有数の海運・造船・舶用からなる海事クラスターの総合
力を発揮すべく、海運・船舶・船員が連携した三位一体の行政を展開

この集積により、各地域で相乗的に経済・雇用効果を創出。我が国の海事クラスター全体の付加価値額はGDPの約１％
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大学、商船高専等
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海洋土木
（浚渫）

海洋開発

漁業・水産

マリンレジャー
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卸売・小売 鉄鋼 製紙・パルプ 自動車 穀物 石油 家電 電力・ガス 非鉄金属 その他輸出入企業

地域・関連産業 地域の経済循環
・雇用の創出

出典 公財）日本海事センター（2014年）、※平成30年度版 交通政策白書2018より

損害保険

海事クラスター全体

売上額：１２．１兆円

従業者数：３５万人

付加価値額：３．９兆円
（ＧＤＰの約１％）
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集積による
競争・補完・連携



業界構造の変化の兆し

造 船
産業規模2.4兆円
従業員数8.1万人

舶用工業
産業規模1兆円

従業員数4.5万人

船舶の
国内調達

海 運
産業規模5.9兆円

従業員数9.4万人

日本商船隊
向けに建造

機器の
国内調達

日本造船向け
機器

船舶
調達先

顧客

機器
調達先

顧客

2016年

64％（345隻）：
日本商船隊

87％（345隻）：
国内

13％（52隻）：
海外

89％（4200億
円）：国内

11％（538億円）：
海外

52％（4200億円）：
国内

48%（3870億円）：
海外

1995年

85％（600隻）：
日本商船隊

95％（600隻）：
国内

5％（34隻）：
海外

83％（6762億円）：
国内

1７％（1428億円）：
海外

97％（6762億円）：
国内

3％（182億円）：
海外

荷主 2009年

73％（463隻）：
日本商船隊

87％（463隻）：
国内

13％（67隻）：
海外

94％（7157億円）：
国内

6％（467億円）：
海外

68％（7157億円）：
国内

32％（3309億円）：
海外

40%
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①船主の船舶調達先 ②造船所の顧客 ③造船所の舶用機器調達先 ④舶用機器メーカーの顧客

2000年

68％（313隻）：
日本商船隊

95％（313隻）：
国内

5％（15隻）：
海外

68％（4115億円）：
国内

32％（1947億円）：
海外

94％（4115億円）：
国内

6％（253億円）：
海外

（新造船シェア日本第2位に）

参考：各分野における国内顧客・調達率の推移 国内受発注率は20年前に比して低下傾向

（新造船シェア日本第３位に）

32％（144隻）：
海外

15％（105隻）：
海外

27％（170隻）：
海外

36％（190隻）：
海外
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我が国の海事産業（海運、造船、舶用）は、これまで各産業が互いに強固に支え合って成長してきたが、足下では海外受発
注の比率が上昇しており、業界構造に変化が生じ始めている。
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①
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２０１６年度 造船部門売上高

三井海洋開発

（万総トン） （万総トン）

■総合重工

三菱重工業

三井造船

ＩＨＩ

日立造船

今治造船

日本鋼管

常石造船

川崎重工業

名村造船所

佐世保重工業

大島造船所

住友重機械工業

新来島どっく

幸陽船渠

カナサシ重工

■オーナー系専業

現在の建造量は、
オーナー系専業が圧倒

（億円）

三菱重工業

三井造船

JMU

今治造船

常石造船

川崎重工業

名村造船所

神田造船所

大島造船所

住友重機械工業

新来島どっく

福岡造船

サノヤス造船

尾道造船

内海造船

北日本造船

臼杵造船所

オーナー系専業

・バルカーを中心に連続大量建造

・他造船所を吸収して規模拡大

・埋め立てや隣接地買収により、敷地・

ドック拡張、増産へ

総合重工子会社 専業

・総合重工３社から造船を分社して統合

・大から小まで、海洋や艦船も含めて多品

種建造

・多数の事業所を有し、それぞれに最適船

型を集中して、効率化

総合重工の船舶部門

・商船では、川重と三菱はガス船に特化

・三菱は客船に進出

・三井は海洋開発分野の売上げ大

・いずれも艦船（海保、防衛）を手がける

【企業類型１】 大量建造型 【企業類型２】百貨店型 【企業類型３】（高付加価値船）特化型

売上額で見れば、

特化型の存在感
が増すかつて、総合重工

が上位を占めた

三菱重工業

三井造船

JMU

今治造船

常石造船

川崎重工業

名村造船所

神田造船所

大島造船所

新来島どっく

福岡造船

サノヤス造船

尾道造船

内海造船

北日本造船

臼杵造船所

住友重機械工業

日本造船企業の類型
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舶用工業の現状
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• 「MAN」のライセンサー。
• MANの子会社。
• 韓国（斗山、現代、ＳＴＸ等）、日本（三井E&S、日立造

船、川崎重工業）、中国（HUDONG、DALIAN等）等に
てライセンス製造。

中・韓・欧の舶用工業の現状日本舶用工業の現状

○平成28年の日本の舶用工業生産額は9,757億円（前年比4.5%
減）。輸出は約4割の3,870億円（前年比9.7%増）。

○輸出される主な舶用機器は、舶用機関（エンジン）、舶用補助
機械（ポンプ等）、プロペラ、航海用機器等。

○平成28年末の舶用工業事業所数は1,022事業所（前年比1.0%
減）であり、従業員数は約48,000人（前年比0.7%増）。

○各国の舶用生産高は以下のとおり。
中国：約3.1兆円（平成27年）
韓国：約1.0兆円（平成27年）
欧州：約7.2兆円（平成18～22年の平均）

○韓国及び中国は、国産化率向上政策を実施。
○欧州メーカーは中国、韓国での現地生産、ライセンス供与を

行っている。
我が国舶用工業製品
品目別出来高構成比

（平成28年）

舶用工業製品生産額・輸出額・輸入額の推移

出展：平成28年 舶用工業統計年報

出展：Lloyd’s Resister Fairplay

主な舶用工業製品

＜エンジン＞ ＜舶用補助機械（ポンプ）＞

＜プロペラ＞ ＜航海用機器＞

（億円）

ディーゼル主機関のブランド・国別生産状況 （平成２８年）

2ストディーゼル主機関総生産量：約1,900万PS

7,222 7,594 7,975 8,012 
8,795 

9,757 
10,842 

13,017 
13,652 

11,389 11,178 
10,507 
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生産額 輸出額 輸入額

韓国
50.3%

中国
23.7%

日本
23.1%

その他 2.9%

(9,585,764PS)

(4,511,419PS)

(4,455,856PS)

(561,036PS)

ブランド別生産状況

UE 2.0%

MAN 
88.6%

WinGD 9.4%

(16,887,190PS)

(1,798,204PS)

(372,877PS)

国別生産状況

• 「WinGD（旧WARTSILA）」のライセンサー。
• CSSC社（中国）とWartsila社（フィンランド）により設立。

2016年6月、CSSC社の100%子会社化。
• 中国（CSSC等）、韓国（現代等）、日本（DU等）等にて

ライセンス製造。

• 「UEエンジン（旧三菱UE）」のライセンサー。
• 2017年4月、神戸発動機と三菱重工舶用機械エンジン

の舶用エンジン事業が事業統合。
• 神戸発動機、三菱重工業、赤阪鐵工所等にてライセン

ス製造。

MAN-ES社
（ドイツ）

Winterthur Gas 
& Diesel社

（中国）

ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾝｼﾞﾝ
ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

（日本）

３大主機関メーカの概要

※ １元＝19.22円（平成27年）、１ウォン＝0.1071円（平成27年）、１ユーロ＝116.44円（平成22年）

【出典】
ジャパンシップセンター 2015年3月「欧州各国の舶用工
業製品の生産状況調査及び各企業の経営状況・経営戦
略に関する調査・分析」、Korea Marine Equipment 
Association、中国船舶工業年鑑



操舵機

ECDISレーダー

コンパス

通信機器

空調

主機関
発電機

ポンププロペラ

荷役機器

バラスト装置

繋船装置

消火装置

防火装置非常用設備

貨物監視装置

操舵機

ECDISレーダー

コンパス

通信機器

空調

主機関
発電機

ポンププロペラ

荷役機器

バラスト装置

繋船装置

消火装置

防火装置非常用設備

センサー

センサー

操船・通信系システム

機関・推進系システム 荷役系システム

離着桟系
システム

通信衛星

遠隔操船装置
(陸上)

貨物監視装置

カメラ

カメラ

居住環境系
システム

防火・安全系
システム

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
系
シ
ス
テ
ム

現状、個々の機器が個別に
制御・管理されている状態

船内のデータ通信規格は、
日本主導で2018年にも国際
規格化(ISO19847、19848)

※各システム間のインターフェース設計・規格も検討課題

スラスタースラスター

船舶のIoT化、ICT化が産業構造に与える影響
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舶用機器のIoT化、ICT化進展や船内通信規格の整備等により、より多くの機器が通信ネットワークに接続さ
れるようになり、システムインテグレーションの環境が整う

⇒ 自動車産業や欧州造船舶用業界で生じたように、船舶の付加価値の源泉がシステムインテグレーション
に一層移行していくのではないか

⇒ 日本の海事産業（造船業、舶用工業、海運業等）が国際競争に打ち勝つためには、ビジネスモデルの転
換が求められているのではないか



環境規制に対応したパワープラントの多様化
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GHG削減戦略

2018年4月にIMOで合意された「GHG削減戦略」では、国際海運全体で10年後40%、30年後約75%の燃費効率
改善を図る必要があり、パワープラントの開発競争の激化が想定。

また、エネルギー源の多様化及びエネルギー生産プロセス、輸送・保管形態の多様化も進み、それに対応す
るパワープラントの多様化も求められるようになる可能性。

⇒ 業界全体で資金、技術者、研究施設等の経営資源の制約が強まる中、特に、環境規制に対応したパ
ワーソースやパワープラントの多様化に対応する必要があるのではないか。



海事イノベーション戦略推進本部について

デジタライゼーションの進展や熾烈化する国際競争の中、海事産業の一層の発展を目的として、海事産業の将来像や
海事イノベーションを実現する具体策を集中的に検討するため、海事局内に海事イノベーション戦略推進本部を設置。
（2018年10月）

内航の課題解決とイノベーション、邦船社の進めるデジタライゼーション、海上物流・人流のイノベーションといったテー
マごとに、事業者からのヒアリングを集中的に実施し、その結果を踏まえ、2018年12月の第２回本部においてWG設置等
を決定。現在の取組状況は以下のとおり。
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海事産業の将来像検討ＷＧ

【検討事項】

海事産業の将来像の検討

【検討状況】

海事クラスターの構造変化（海外受発注比率の上昇）や、
船舶の付加価値領域のシフトといったテーマ・問題意識を
踏まえ、事業者等へのヒアリングを実施

現在、議論の方向性や今後の進め方について検討中

デジタライ
ゼーション

システムイン
テグレーション

就航後の運航
支援サービス

サプライチェー
ン最適化

（付加価値を求める先は？）

自動運航船安全検討WG

【検討事項】

フェーズⅡ自動運航船の安
全要件策定に向けた検討

【検討状況】

検討の進め方を概ね決定

実証事業の内容の情報共
有を実施

内航のイノベーションに向
けた検討

【検討事項】

経済的・実用的な技術も活
用した運航の省力化を検討

【検討状況】

内航海運のあり方の議論と
連携して検討

遠隔操縦小型船舶の安全
運航に向けた検討

【検討事項】

法令適用の整理 等

【検討状況】

2019年３月に安全ガイドライ
ンを策定予定、海上保安庁
との情報共有を実施中

から随時導入

新たな船舶検査・測度制度
の構築に向けた検討会

【検討事項】

新技術導入、データ活用及び
電子化推進の３テーマについ
て検討

【検討状況】

各項目について検討を深堀
2019年度から遠隔技術を導
入するなど、実現できるもの
から随時導入


